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誘導施策の検討に係る事業者アンケート調査について 

 

１ 調査目的 

 現在策定を進めている秋田市立地適正化計画について、「都市機能誘導区域に誘導施設

を誘導するための施策」および「居住誘導区域に居住を誘導するための施策」の検討に

あたり、生活サービス施設の事業者が、どのような基準のもとで事業地を選定している

かなどを把握するため。 

 

２ 調査対象事業者および回収率 

 市内で事業を行っている生活サービス事業者を対象に、事業所（施設）の位置や種類

を考慮して選定。 

(1) スーパーマーケット事業者  回収率： ８５．７％（６施設/７施設） 

(2) 金融機関          回収率：１００．０％（５施設/５施設） 

(3) 医療機関（医科診療所）   回収率： ７０．６％（２４施設/３４施設） 

内科１２施設 ／ 婦人科４施設 ／ 小児科４施設／ 整形外科５施設 ／ 

眼科５施設 ／ 皮膚科４施設 

(4) 高齢者福祉施設       回収率： ５０．０％（１９施設/３８施設） 

介護老人福祉施設８施設 ／ 通所介護施設１３施設 ／ 訪問介護施設１７施設 

(5) 子育て支援施設       回収率： ８４．０％（２１施設/２５施設） 

認可保育所５施設 ／ 認定こども園５施設 ／ 小規模保育施設５施設 ／ 

認可外保育施設５施設 ／ 幼稚園５施設 

 

３ 調査結果 

３－１ スーパーマーケット事業者 

 問１ 現在の実施している事業 

 (1) 地域毎の事業所（店舗）数 

・全ての事業者が、中央地域に１店舗以上出店している。 

・東部・西部・南部・北部の各地域は、半数以上の事業者が１店舗以上出店している。 

・河辺地域は全ての事業者が出店しておらず、雄和地域は１事業者が１店舗出店してい

る。 

 
  

参考資料４ 
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 (2) 今後、人口減少・高齢化が進展した場合、想定される実施事業への影響 

・半数の事業者が「市街地に事業所を新設が必要」と回答しており、次いで、「郊外部

の事業所を閉鎖・集約が必要」「郊外部に事業所を新設が必要」となっている。 

 
 

 問２ 新たに事業所（店舗）設置する場合、重要視する事項（複数回答） 

・全ての事業者が「商圏内の人口の多さ」を重要視する事項として挙げている。 

・次いで、半数の事業者が「周辺の競合施設の立地状況」「土地の広さ」「自動車利便性

（周辺道路の良さ」を挙げている。 

 

  

50.0%

16.7%0.0%
0.0%

16.7%

16.7%

0.0%

市街地に事業所を新設が必要

郊外部に事業所を新設が必要

変わらない

市街地の事業所を閉鎖･集約が必要

郊外部の事業所を閉鎖･集約が必要

わからない

無効回答

n=6

6

3

2

0

3

3

0

1

0

商圏内の人口の多さ

周辺の競合施設の立地状況

土地の取得費又は賃借料

周辺の商業施設等の立地状況（にぎわい）

土地の広さ

自動車の利便性（周辺道路の良さ）

公共交通（バス・鉄道）の利便性

まちづくりの計画や今後の発展性

無効回答

0 1 2 3 4 5 6 7

n=18
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 問３ 売場面積に応じた概ねの商圏 

・売場面積１，０００㎡程度の規模では、半数の事業者が「半径１～３km」と回答して

いる。 

・売場面積３，０００㎡程度の規模では、２事業者が「半径３～５km」および「半径  

 １０km 以上」と回答している。 

・売場面積３，０００㎡程度の規模では、２事業者が「半径５～１０km」および「半径

１０km 以上」と回答している。 

・売場面積が大きくなるにつれて、概ねの商圏も拡大していく傾向がうかがえる。 

  
【売場面積 1,000 ㎡】          【売場面積 3,000 ㎡】 

 
【売場面積 5,000 ㎡】 

  

1～3km
50.0%

3～5km
16.7%

5～10km
0.0%

10km～
16.7%

無効回答
16.7%

n=6 1～3km
0.0%

3～5km
33.3%

5～10km
0.0%10km～

33.3%

無効回答
33.3%

n=6

5～10km
33.3%

10km～
33.3%

無効回答
33.3%

n=6
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 問４ 今後、新たに事業所（店舗）を設置する場合の希望地（複数回答） 

・「戸建て住宅が多い住宅地（５事業者）」が最も多く、次いで、「郊外の幹線道路沿

道（３事業者）」「秋田駅周辺の中心市街地（２事業者）」となっている。 

・その他の回答は、「既存店舗と商圏が被らないエリアで、やや将来人口の見込める地

域」であった。 

 

 
 問５ 新たに事業所（店舗）を設置する際、事業地選定に影響を与える支援内容 

・２事業者以上が大いに影響すると回答した支援内容は、「地域限定の土地・建物取得

費の補助」「地域限定の土地・建物取得の借入金優遇」「地域限定の土地・建物等の税

制優遇」となっている。 

・全ての支援内容で半数以上の事業者が「大いに影響する・影響する」と回答している

一方、「周辺の歩道整備」については、２事業者が「あまり影響ない」と回答してい

る。 

 
  

2

0

1

0

3

5

0

1

0

秋田駅周辺の中心市街地

秋田駅以外の主要な駅の周辺

市民サービスセンター周辺などの地域の中心部

運行頻度が高いバス路線の沿道

郊外の幹線道路沿道

戸建て住宅が多い住宅地

商業店舗が多い商業地

その他

無効回答

0 1 2 3 4 5

n=6

16.7%

50.0%

33.3%

33.3%

0.0%

0.0%

83.3%

33.3%

50.0%

66.7%

100.0%

66.7%

0.0%

16.7%

16.7%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エリア内の土地･建物に関する情報提供

地域限定の土地･建物取得費の補助

地域限定の土地･建物取得の借入金優遇

地域限定の土地･建物等の税制優遇

周辺の公共交通の充実

周辺道路の歩道整備

大いに影響する 影響する あまり影響ない 全く影響ない 無効回答

n=6
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 問６ 市が、様々な都市機能（商業施設・子育て支援施設・介護福祉施設等）や居住を

誘導する区域を設定した場合、その区域への新たな事業所（店舗）の設置可能性 

・半数の事業者が「区域が設定されれば検討する」と回答している。 

 

  

3

1

1

0

0

1

区域が設定されれば検討する

区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する

区域設定後の動向を確認した上で検討する

区域が設定されても設置の検討に影響はない

その他

無効回答

0 1 2 3

n=6
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３－２ 金融機関 

 問１ 現在の実施している事業 

 (1) 地域毎の事業所（店舗）数 

・全ての事業者が、中央・東部・西部・南部・北部の各地域に１店舗以上出店している。 

・河辺地域は１事業者、雄和地域は２事業者が出店していない。 

 
 
 (2) 今後、人口減少・高齢化が進展した場合、想定される実施事業への影響 

・２事業者が「郊外部の事業所を閉鎖・集約が必要」と回答しており、次いで、「市街

地に事業所を新設が必要」「市街地の事業所を閉鎖・集約が必要」となっている。 

 
  

0

0

0

0

0

1

2

0

1

2

0

0

3

1

1

1

2

4

1

0

1

1

1

0

0

2

1

0

1

2

1

1

1

0

1

2

0

0

0

1

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央地域

東部地域

西部地域

南部地域

北部地域

河辺地域

雄和地域

0箇所 1箇所 2～3箇所 3～5箇所 5～10箇所 10箇所以上

n=5

20.0%

20.0%

40.0%

20.0%

市街地に事業所を新設が必要

郊外部に事業所を新設が必要

変わらない

市街地の事業所を閉鎖･集約が必要

郊外部の事業所を閉鎖･集約が必要

わからない

無効回答

n=5
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 問２ 新たに事業所（店舗）設置する場合、重要視する事項（複数回答） 

・半数以上の事業者が「商圏内の人口の多さ」「周辺の商業施設等の立地状況（にぎわ

い）」を重要視する事項として挙げている。 

・次いで、２事業者が「まちづくりの計画や今後の発展性」を挙げている。 

・その他の回答として、「本社の指示による」が挙げられた。 

 
 

 問３ 今後、新たに事業所（店舗）を設置する場合の希望地（複数回答） 

・半数以上の事業者が「市民サービスセンター周辺などの地域の中心部」「商業店舗が

多い商業地」と回答している。 

・その他の回答は、「本社の指示による」であった。 

 
  

3

1

1

3

0

1

1

2

0

商圏内の人口の多さ

周辺の競合施設の立地状況

土地の取得費又は賃借料

周辺の商業施設等の立地状況（にぎわい）

土地の広さ

自動車の利便性（周辺道路の良さ）

公共交通（バス・鉄道）の利便性

まちづくりの計画や今後の発展性

無効回答

0 1 2 3 4

n=5

1

0

3

1

0

0

3

1

0

秋田駅周辺の中心市街地

秋田駅以外の主要な駅の周辺

市民サービスセンター周辺などの地域の中心部

運行頻度が高いバス路線の沿道

郊外の幹線道路沿道

戸建て住宅が多い住宅地

商業店舗が多い商業地

その他

無効回答

0 1 2 3 4

n=5



8 
 

 問４ 新たに事業所（店舗）を設置する際、事業地選定に影響を与える支援内容 

・半数以上が「大いに影響する・影響する」と回答した支援内容は、「エリア内の土地・

建物に関する情報提供」「周辺の公共交通の充実」「周辺道路の歩道整備」となってい

る。 

・一方、半数以上が「あまり影響ない・まったく影響ない」と回答した支援内容は、「地

域限定の土地・建物取得の借入金優遇」となっている。 

 
 
 問５ 市が、様々な都市機能（商業施設・子育て支援施設・介護福祉施設等）や居住を 

    誘導する区域を設定した場合、その区域への新たな事業所（店舗）の設置可能性 

・２事業者が「区域設定後の動向を確認した上で検討する」と回答している。 

・その他の回答は、「区域が設定された場合、出店を検討しますが、基本的に既存店の

移転で対応」「本社の指示による」であった。 

 
 

  

0.0%

20.0%

0.0%

20.0%

20.0%

0.0%

60.0%

20.0%

20.0%

20.0%

60.0%

80.0%

20.0%

40.0%

20.0%

40.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

40.0%

0.0%

0.0%

0.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エリア内の土地･建物に関する情報提供

地域限定の土地･建物取得費の補助

地域限定の土地･建物取得の借入金優遇

地域限定の土地･建物等の税制優遇

周辺の公共交通の充実

周辺道路の歩道整備

大いに影響する 影響する あまり影響ない 全く影響ない 無効回答

n=5

1

0

2

0

2

0

区域が設定されれば検討する

区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する

区域設定後の動向を確認した上で検討する

区域が設定されても設置の検討に影響はない

その他

無効回答

0 1 2 3

n=5
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３－３ 医療機関 

 問１ 現在の実施している事業 

 (1) 現在展開している事業所数 

・全ての事業者が、「１箇所」と回答している。 

 
 
 (2) 事業所の所在地域 

・事業所の所在地域は、「東部地域」が２９．２％と最も多く、次いで「南部地域

（２５．０％）」「北部地域（１６．７％）」となっている。 

 
  

1箇所
100.0%

n=24

中央地域
12.5%

東部地域
29.2%

西部地域
8.3%

南部地域
25.0%

北部地域
16.7%

河辺地域
4.2%

雄和地域
4.2%

n=24
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 (3) 事業年数 

・事業年数は、「１０年以上２０年未満」が４１．７％と最も多く、次いで「５年以上

１０年未満（２９．２％）」「２０年以上（２９．２％）」となっている。 

 
 
 (4) 今後、人口減少・高齢化が進展した場合、想定される実施事業への影響 

・「市街地で需要が低下する」が２９．２％と最も多く、次いで「わからない 

 （２０．８％）」「市街地で需要が高まる（１２．５％）」「郊外部で需要が低下する 

 （１２．５％）」となっている。 

 
  

5年以上
10年未満

29.2%

10年以上
20年未満

41.7%

20年以上
29.2%

n=24

12.5%

29.2%

12.5%

20.8%

25.0%

市街地で需要が高まる

郊外部で需要が高まる

変わらない

市街地で需要が低下する

郊外部で需要が低下する

わからない

無効回答

n=24
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 問２ 現在の事業所を開設した際に重要視した事項（複数回答） 

・半数以上の事業者が「商圏内の人口の多さ」「周辺の競合施設の立地状況」を重要視

した事項として挙げている。 

・次いで、１１事業者が「自動車の利便性（周辺道路の良さ）」を挙げている。 

 
 

 問３ 今後の事業所の移転・新設の可能性 

・今後の事業所の移転・新設の可能性は、８７．５％が「可能性はない」と回答してい

る。 

 
  

17

12

4

7

9

11

6

3

1

商圏内の人口の多さ

周辺の競合施設の立地状況

土地の取得費又は賃借料

周辺の商業施設等の立地状況（にぎわい）

土地の広さ

自動車の利便性（周辺道路の良さ）

公共交通（バス・鉄道）の利便性

まちづくりの計画や今後の発展性

無効回答

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

n=24

可能性がある
8.3%

可能性はない
87.5%

無効回答
4.2%

n=24
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 問４ 今後、新たに事業所を設置する場合の希望地（複数回答） 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した２事業者のみを対象 

・１事業者が「秋田駅周辺の中心市街地」「商業店が多い商業地」を挙げている。 

・その他の回答は、「県外」であった。 

 
 

 問５ 新たに事業所を設置する際、事業地選定に影響を与える支援内容 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した２事業者のみを対象 

・２事業者ともに「大いに影響する」と回答した支援内容は、「エリア内の土地・建物

に関する情報提供」「地域限定の土地・建物取得費の補助」となっている。 

・その他の支援内容についても、全て「大いに影響する・影響する」と回答している。 

 
  

1

0

0

0

0

0

1

1

0

秋田駅周辺の中心市街地

秋田駅以外の主要な駅の周辺

市民サービスセンター周辺などの地域の中心部

運行頻度が高いバス路線の沿道

郊外の幹線道路沿道

戸建て住宅が多い住宅地

商業店舗が多い商業地

その他

無効回答

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

n=2

100.0%

100.0%

50.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

50.0%

50.0%

100.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エリア内の土地･建物に関する情報提供

地域限定の土地･建物取得費の補助

地域限定の土地･建物取得の借入金優遇

地域限定の土地･建物等の税制優遇

周辺の公共交通の充実

周辺道路の歩道整備

大いに影響する 影響する あまり影響ない 全く影響ない 無効回答

n=2
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 問６ 市が、様々な都市機能（商業施設・子育て支援施設・介護福祉施設等）や居住を

誘導する区域を設定した場合、その区域への新たな事業所の設置可能性 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した２事業者のみを対象 

・１事業者が「区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する」「区域設

定後の動向を確認した上で検討する」をそれぞれ回答している。 

 
  

0

1

1

0

0

0

区域が設定されれば検討する

区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する

区域設定後の動向を確認した上で検討する

区域が設定されても設置の検討に影響はない

その他

無効回答

0 1 2

n=2
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３－４ 高齢者福祉施設 

 問１ 現在の実施している事業 

 (1) 実施している主たる事業（複数回答） 

・１１事業者が「訪問介護事業」「入所介護事業」と回答している。 

 
 
 (2) 現在展開している事業所数 

・「１箇所以上５箇所未満」が５７．９％と最も多く、次いで「５箇所以上１０箇所未

満（３６．８％）」となっている。 

 
  

11

8

11

0

訪問介護事業

通所介護事業

入所介護事業

無効回答

0 5 10 15

n=19

1箇所以上5箇所未満
57.9%

5箇所以上10箇所未満
36.8%

10箇所以上
5.3%

n=19
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 (3) 事業所の所在地域（複数回答） 

・事業所の所在地域は、「中央地域」「北部地域」が７事業者と最も多く、次いで「東部

地域（６事業者）」「南部地域（５事業者）」となっている。 

 
 
 (4) 事業年数 

・事業年数は、「１０年以上２０年未満」が５７．９％と最も多く、次いで「２０年以

上（４２．１％）」となっている。 

 
  

7

6

3

5

7

3

3

中央地域

東部地域

西部地域

南部地域

北部地域

河辺地域

雄和地域

0 2 4 6 8 10

n=19

10年以上20年未満
57.9%

20年以上
42.1%

n=19
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 (5)今後、人口減少・高齢化が進展した場合、想定される実施事業への影響 

・「市街地で需要が高まる」が３１．６％と最も多く、次いで「郊外部で需要が高まる

（１５．８％）」「わからない（１０．５％）」となっている。 

 
 

 問２ 今後、新たに事業所（店舗）を設置する場合の希望地（複数回答） 

・半数以上の事業者が「土地の取得費又は賃借料」「周辺の競合施設の立地状況」「自動

車の利便性（周辺道路の良さ）」を重要視する事項として挙げている。 

・次いで、８事業者が「まちづくりの計画や今後の発展性」、７事業者が「土地の広さ」

を挙げている。 

・その他の回答は、「駐車場の確保が容易か」「介護報酬の動向」「農振地域の除外、農

地転用等の手続きが必要かどうか」であった。 

 
  

31.6%

15.8%

10.5%

5.3%

5.3%

10.5%

21.1%
市街地で需要が高まる

郊外部で需要が高まる

変わらない

市街地で需要が低下する

郊外部で需要が低下する

わからない

無効回答

n=19

4

12

13

0

7

11

2

8

0

商圏内の人口の多さ

周辺の競合施設の立地状況

土地の取得費又は賃借料

周辺の商業施設等の立地状況（にぎわい）

土地の広さ

自動車の利便性（周辺道路の良さ）

公共交通（バス・鉄道）の利便性

まちづくりの計画や今後の発展性

無効回答

0 2 4 6 8 10 12 14

n=19
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 問３ 今後の事業所の移転・新設の可能性 

・今後の事業所の移転・新設の可能性は、５７．９％が「可能性はない」と回答してい

る。 

 
 

 
 問４ 今後、新たに事業所を設置する場合の希望地（複数回答） 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した７事業者のみを対象 

・半数以上が「郊外の幹線道路沿道」を挙げており、次いで「戸建て住宅が多い住宅地」

「商業店が多い商業地」となっている。 

・その他の回答は、「中央シルバーエリア用地に設置をしたい」「移転する場合、これま

での地域とのつながりを重視し現地近くを考えている」「現在の隣接地」であった。 

 
  

可能性がある
36.8%

可能性はない
57.9%

無効回答
5.3%

n=19

0

0

0

0

4

1

1

3

0

秋田駅周辺の中心市街地

秋田駅以外の主要な駅の周辺

市民サービスセンター周辺などの地域の中心部

運行頻度が高いバス路線の沿道

郊外の幹線道路沿道

戸建て住宅が多い住宅地

商業店舗が多い商業地

その他

無効回答

0 1 2 3 4 5

n=7
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 問５ 新たに事業所を設置する際、事業地選定に影響を与える支援内容 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した７事業者のみを対象 

・半数以上が「大いに影響する」と回答した支援内容は、「地域限定の土地・建物取得

費の補助」「地域限定の土地・建物取得の借入金優遇」「エリア内の土地・建物に関す

る情報提供」となっている。 

・全ての支援内容で半数以上の事業者が「大いに影響する・影響する」と回答している

一方、「周辺の公共交通の状況」「周辺道路の歩道整備」については、２事業者以上が

「あまり影響ない・全く影響ない」と回答している。 

 
 
 問６ 市が、様々な都市機能（商業施設・子育て支援施設・介護福祉施設等）や居住を 

    誘導する区域を設定した場合、その区域への新たな事業所の設置可能性 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した２事業者のみを対象 

・２事業者が「区域が設定されれば検討する」「区域が設定された上で、立地に対する

支援があれば検討する」「区域設定後の動向を確認した上で検討する」をそれぞれ回

答している。 

 
  

57.1%

85.7%

71.4%

28.6%

14.3%

28.6%

42.9%

14.3%

14.3%

42.9%

42.9%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

28.6%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

14.3%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

14.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エリア内の土地･建物に関する情報提供

地域限定の土地･建物取得費の補助

地域限定の土地･建物取得の借入金優遇

地域限定の土地･建物等の税制優遇

周辺の公共交通の充実

周辺道路の歩道整備

大いに影響する 影響する あまり影響ない 全く影響ない 無効回答

n=7

2

2

2

0

0

1

区域が設定されれば検討する

区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する

区域設定後の動向を確認した上で検討する

区域が設定されても設置の検討に影響はない

その他

無効回答

0 1 2 3

n=7
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３－５ 子育て支援施設 

 問１ 現在の実施している事業 

 (1) 実施している主たる事業（複数回答） 

・「小規模保育施設」「小規模保育施設」が５事業者と最も多く、次いで「認可保育所（４

事業者）」「幼稚園（４事業者）」「認可外保育施設（３事業者）」となっている。 

 
 
 (2) 現在展開している事業所数 

・「１箇所以上５箇所未満」が９０．５％と最も多く、次いで「５箇所以上１０箇所未満（４．８ 

 ％）」「１０箇所以上（４．８％）」となっている。 

 
  

認可保育所
19.0%

認定こども園
23.8%

小規模保育施設
23.8%

認可外保育施設
14.3%

幼稚園
19.0%

n=21

1箇所以上5箇所未満
90.5%

5箇所以上
10箇所未満

4.8%

10箇所以上
4.8%

n=21
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 (3) 事業所の所在地域（複数回答） 

・事業所の所在地域は、「中央地域」が７事業者と最も多く、次いで「北部地域（５事

業者）」「東部地域（４事業者）」「西部地域（４事業者）」「南部地域（４事業者）」と

なっている。 

 
 
 (4) 事業年数 

・事業年数は、「２０年以上」が５７．１％と最も多く、次いで「１０年以上２０年未

満（１９．０％）」「５年未満（１９．０％）」となっている。 

 
  

7

4

4

4

5

0

0

中央地域

東部地域

西部地域

南部地域

北部地域

河辺地域

雄和地域

0 2 4 6 8 10

n=21

5年未満
19.0%

5年以上10年未満
4.8%

10年以上20年未満
19.0%

20年以上
57.1%

n=21
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 (4) 今後、人口減少・高齢化が進展した場合、想定される実施事業への影響 

・「わからない」が３３．３％と最も多く、次いで「市街地で需要が低下する 

 （２３．８％）」「郊外部で需要が低下する（１４．３％）」となっている。 

 
 

 問２ 今後、新たに事業所（店舗）を設置する場合の希望地（複数回答） 

・半数以上の事業者が「周辺の競合施設の立地状況」「商圏内の人口の多さ」を重要視

する事項として挙げている。 

・次いで、９事業者が「まちづくりの計画や今後の発展性」、８事業者が「土地の広さ」

を挙げている。 

・その他の回答は、「地域町内（住民）、関係団体、商業施設等の理解」であった。 

 
  

4.8%

23.8%

14.3%
33.3%

23.8%
市街地で需要が高まる

郊外部で需要が高まる

変わらない

市街地で需要が低下する

郊外部で需要が低下する

わからない

無効回答

n=21

12

14

6

4

8

5

2

9

1

商圏内の人口の多さ

周辺の競合施設の立地状況

土地の取得費又は賃借料

周辺の商業施設等の立地状況（にぎわい）

土地の広さ

自動車の利便性（周辺道路の良さ）

公共交通（バス・鉄道）の利便性

まちづくりの計画や今後の発展性

無効回答

0 2 4 6 8 10 12 14 16

n=21



22 
 

 問３ 今後の事業所の移転・新設の可能性 

・今後の事業所の移転・新設の可能性は、５２．４％が「可能性はない」と回答してい

る。 

 
 

 
 問４ 今後、新たに事業所を設置する場合の希望地（複数回答） 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した１０事業者のみを対象 

・半数が「戸建て住宅が多い住宅地」を挙げており、次いで「郊外の幹線道路沿道」「商

業店が多い商業地」となっている。 

・その他の回答は、「小学校が近くにある土地等」「小学校・公園の近く」「交通の便が

良い場所（郊外の幹線道路沿道から少しだけ入った場所）」「子ども多い所」「新屋幼

稚園隣接地」であった。 

 
  

可能性がある
47.6%

可能性はない
52.4%

n=21

3

2

3

1

4

5

4

5

0

秋田駅周辺の中心市街地

秋田駅以外の主要な駅の周辺

市民サービスセンター周辺などの地域の中心部

運行頻度が高いバス路線の沿道

郊外の幹線道路沿道

戸建て住宅が多い住宅地

商業店舗が多い商業地

その他

無効回答

0 1 2 3 4 5 6

n=10
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 問５ 新たに事業所を設置する際、事業地選定に影響を与える支援内容 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した１０事業者のみを対象 

・半数以上が「大いに影響する」と回答した支援内容は、「地域限定の土地・建物取得

費の補助」となっている。 

・全ての支援内容で半数以上の事業者が「大いに影響する・影響する」と回答している。 

 
 
 問６ 市が、様々な都市機能（商業施設・子育て支援施設・介護福祉施設等）や居住を 

    誘導する区域を設定した場合、その区域への新たな事業所の設置可能性 

    ※問３で移転・新設の「可能性がある」と回答した１０事業者のみを対象 

・４事業者が「区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する」「区域設

定後の動向を確認した上で検討する」をそれぞれ回答している。 

 
 

30.0%

60.0%

40.0%

40.0%

40.0%

40.0%

40.0%

30.0%

40.0%

30.0%

30.0%

30.0%

10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

10.0%

20.0%

20.0%

10.0%

10.0%

10.0%

20.0%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エリア内の土地･建物に関する情報提供

地域限定の土地･建物取得費の補助

地域限定の土地･建物取得の借入金優遇

地域限定の土地･建物等の税制優遇

周辺の公共交通の充実

周辺道路の歩道整備

大いに影響する 影響する あまり影響ない 全く影響ない 無効回答

n=10

1

4

4

1

0

0

区域が設定されれば検討する

区域が設定された上で、立地に対する支援があれば検討する

区域設定後の動向を確認した上で検討する

区域が設定されても設置の検討に影響はない

その他

無効回答

0 1 2 3 4 5

n=10


